
■ ご利用いただける資金（利用範囲は市内での事業活動に必要な資金のみとなります） 

次の８つの資金があります。 

通常の申込みでご利用いただける資金 申込時に事業計画書が必要な資金 

①事業資金 
運転あるいは設備への投資で

利用できる一般的な資金で

す。 

⑥商工業施設 

整備促進資金 
※産廃処理施設の設置に関

する資金については事業

計画書は不要です 

設備資金を中心に、高額の

投資を行う中小企業者のた

めの資金です。 

②経営支援資金 
無担保で利用できる資金で

す。 ⑦新分野事業 

振興特別資金 
 
※ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ資金のうち、 

ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ支援について 

は事業計画書は不要で

す 

（ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ資金） 

新分野事業への進出やベン

チャー企業を支援するため

の資金で、事業実績が１年

未満の中小企業者もご利用

いただける資金です。 

（経営革新資金） 

ISO の認証取得や空き事業

所に進出する中小企業者 

のための資金です。 

③小規模企業  

 特別小口資金 

小規模企業者のための無担

保で利用できる少額資金で

す。 

④連鎖倒産防止資

金 

取引企業の倒産等により売

掛金債権等が回収困難にな

っている中小企業者の経営

の安定を図るための資金で

す。 

下図での流れ Ｃ⇒Ｄ⇒Ｅ⇒Ｆ 

  

事前に市の認定または診断が必要な資金 

⑧太陽光発電設備

等設置資金 

太陽光パネルもしくはそれ

と同時にＬＥＤ照明を設置

する際にご利用いただける

資金です。 

⑤経済変動対策資

金 

大型倒産や業況の悪化等で

影響を受ける中小企業者の

経営安定を図るための資金

です。 

下図での流れ Ｃ⇒Ｄ⇒Ｅ⇒Ｆ 下図での流れ Ａ⇒Ｂ⇒Ｃ⇒Ｄ⇒Ｅ⇒Ｆ 

 

制度融資の手続きの流れ 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  融資の申込前の横須賀市長の認定・診断窓口 

          横須賀市経済部経済企画課（市役所本館１号館４階） 

         中小企業振興担当  TEL 046－822－9523 

 

 

令和７年度 横須賀市中小企業制度融資 

融資のしおり 
 

横須賀市が指定する金融機関に一定の資金を預けて、中小企業者等の事業に必要な資金

を提供する間接融資で、信用保証制度をご利用の場合は補助金も交付されます。 

 

■ご利用いただける事業者（お申し込みのための要件） 

 ①原則として同一事業の実績が 1 年以上であること 

 ②市内で行う事業活動に必要な資金であること 

③市内に事業所を設置している、もしくは新たに設置を予定している中小企業等であること 

 ④中小企業信用保険法の保険対象業種に該当すること 

  農林漁業、娯楽業の一部、金融業、宗教法人等はご利用になれません。 

 ⑤許認可及び登録を必要とする事業について、当該許認可及び登録を取得していること 

 ⑥納期の到来している市税を完納していること 

 ⑦返済の見込みのあること 

 

※ お申し込み後、金融機関及び信用保証協会による金融上の審査があります。これらの審査の

結果、融資が希望どおり実行されない場合もございますので、あらかじめご了承ください。 

 

■お申込みは金融機関（取扱金融機関）へ 

 横浜銀行、スルガ銀行、りそな銀行、湘南信用金庫、かながわ信用金庫、みずほ銀行、 

 神奈川銀行、三菱ＵＦＪ銀行、商工組合中央金庫 

  

 

中小企業信用保証料補助制度 

■信用保証協会の保証により横須賀市中小企業制度融資を受ける場合に、 

新たに支払った保証料に対して市が補助します（千円未満の端数切捨て）。 

 ①補助率  50％ 

 ②限度額  １回につき 20 万円 

 ※「太陽光発電設備等設置資金」については、補助率 100%で限度額は 20 万円です。 

  「連鎖倒産防止資金」については、補助率 100％で限度額はありません。 

 

■補助申請手続 

 ①取扱金融機関で、融資申込と同時に申請をしてください（用紙は取扱金融機関にあります）。 

 ②申請書に基づき、信用保証協会へ保証料払込みの照会を行い、確認が取れたものから順次 

ご指定の口座に入金いたします。 

 

 融資の内容や認定・診断の手続等の詳しいことについては 

横須賀市 経済部 経済企画課 

TEL 046-822-9523 

 

中小企業者等 

横 須 賀 市 

神 奈 川 県 

信用保証協会 

取 扱 

金 融 機 関 

Ａ 認定等の

申請 

※ 

Ｂ 認定・診断 

Ｃ 融資の申込 

F 融資の実行 

Ｄ保証の 

依頼 

E保証の承諾 

実
績
の
報
告 

資
金
の
預
託 

Ｂの認定・診断とは 

⑤は中小企業信用保険法第 2 条第５

項または第６項に基づく市長の認定

です。※ 

事前に横須賀市経済企画課へお問い

合わせください。 

 

※認定を行う市町村について 

法人→本店所在地がある市町村 

個人→主たる営業地がある市町村 



令和７年度横須賀市中小企業制度融資 資金一覧                                                                                                                                  （令和７年４月１日現在） 

資 金 名 対 象 者 使 途 融資限度額 

（万円） 

貸付利率 

(年利・固定金利) 

融資期間 

（据置期間） 

担保・連帯保証人・信用保証 備 考 

①事 業 資 金 長期資金 中小企業者 ※１ 

協同組合等 ※２ 

運転 

設備 

  ８，０００ ２．６％以内 10年以内 

(1年以内) 

ただし、 

運転資金は 

７年以内 

（1年以内） 

担保・信用保証    必要に応じて金融機関が定める。 

 

ただし、信用保証を付す場合の連帯保証人は、個人は原則不要です。 

法人は必要となる場合があります。ただし、代表者以外の連帯保証人

は原則不要です。 

※１ 

資本金３億円（卸売業１億円、小売業・サービス業５千

万円）以下の法人、または、従業員300人（卸売業・サ

ービス業100人、小売業50人）以下の法人（NPO法人

含む）あるいは個人事業主。 

※２ 

事業協同組合、企業組合、協業組合、商店街振興組

合、その他中小企業信用保険法の保険対象となる団

体。 

※３ 

ア.この資金は責任共有制度対象除外（100％保証）と

なる全国統一保証制度の「小口零細企業保証制度」

の対象。 

イ.神奈川県信用保証協会以外の他の信用保証協会

の利用分も含めた融資残高の合計が今回の融資額を

加えても 2,000万円以下であることが条件。 

ウ.特別小口保険を利用する場合は別途納税要件を

具備することが必要。 

※４ 

中小企業信用保険法第２条第３項に定める小規模企

業者［従業員20人以下（商業・サービス業は5人以下）

の法人、個人事業主等］あるいは同法同条同項に定

める協同組合。 

※５ 

倒産等企業とは次のいずれかのことを言う。ただし、

イ）～オ）については裁判所へ申立が「なされる」ことを

前提に、債務整理を弁護士に委任し、弁護士の受任

通知をもって申立ての代りとすることができる。 

ア）手形、小切手等の不渡り事故を６カ月以内に２回

繰り返し、金融機関との貸し出し取引停止処分を受け

ること。 

イ）会社法（平成17年法律第86号）に基づく特別清算

開始の申立てがなされること。 

ウ）会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更

生手続き開始の申し立てがなされること。 

エ）民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再

生手続き開始の申立てがなされること。 

オ）破産法（平成16年法律第７５号）に基づく破産の申

立てがなされること。 

売掛金債権等とは「売掛金債権その他経済産業省令

で定める債権」とし、中小企業信用保険法施行規則

第２条において、「前渡金返還請求権及び売掛金債

権」と定められています。 

※６ 

債権額または1,000万円のいずれか少ない額 

※７ 

中小企業信用保険法第２条第５項または第６項にもと

づく認定が必要です（次頁参照のこと）。 

（当該資金は「セーフティネット保証」または「危機関連

保証」を付す必要があります） 

※８ 

金融機関と市に事業計画書を提出することが必要（次

頁参照）。 

※９ 

商店街振興組合、商店街協同組合、その他任意の商

店街団体。 

※10 

金融機関と市に事業計画書を提出することが必要（ス

タートアップ支援は除く）。 

短期資金 
１．７％以内 １年以内 

売掛債権担保 

（個別保証） 

１１，０００ １年以内 

（一括返済） 

担保       売掛債権 

連帯保証人   個人は不要、法人は必要となる場合があります。ただし  

          法人代表者以外の連帯保証人は原則不要です。 

信用保証    必要 

②経営支援資金 中小企業者 ※１ 

協同組合等 ※２ 運転     

設備 

２，０００ ２．２％以内 ７年以内 

(６ヶ月以内) 

担保       不要 

連帯保証人   個人は不要、法人は必要となる場合があります。ただし  

          法人代表者以外の連帯保証人は原則不要です。 

信用保証    必要 

③小規模企業特別小口資金 

※３ 

小規模企業者 ※４ 
運転   

設備 

２，０００ １．９５％以内 10年以内 

(６ヶ月以内) 

担保       不要 

連帯保証人   個人は不要、法人は必要となる場合があります。ただし  

          法人代表者以外の連帯保証人は原則不要です。 

信用保証    必要 

④連鎖倒産防止資金 倒産等企業に対し回収困難となっている売掛金債権等を有している中小企業者 ※５ 

運転 

１，０００ 

※６ 

１．６％以内 ７年以内 

(１年以内) 

 

担保       必要に応じて金融機関が定める。 

連帯保証人   個人は不要、法人は必要となる場合があります。ただし  

          法人代表者以外の連帯保証人は原則不要です。 

信用保証    必要 

⑤経済変動対策資金 

※７ 

中小企業信用保険法第２条第５項または第６項の規定に該当する中小企業者 
運転 

設備 

８，０００ １．８％以内 10年以内 

(１年以内) 

 

担保       必要に応じて金融機関が定める。 

連帯保証人   個人は不要、法人は必要となる場合があります。ただし  

          法人代表者以外の連帯保証人は原則不要です。 

信用保証    必要 

⑥商工業施設 

 整備促進資金 

※８ 

事業所改装・ 設備近代化 

資金 

融資を受けようとする際にその事業計画を策定・報告した中小企業者、協同組合等及び 

商店街 ※９ 
設備 １０，０００ ２．１％以内      

ただし、 

環境整備支援資

金は2.0％以内 

10年以内 

(１年以内) 

 

担保・信用保証    必要に応じて金融機関が定める。 

 

ただし、信用保証を付す場合の連帯保証人は、個人は原則不要です。 

法人は必要となる場合があります。ただし、代表者以外の連帯保証人

は原則不要です。 

環境整備支援資金 （高齢者・身体障害者のための施設整備） 

高齢者・身体障害者のための施設整備を行う中小企業者及び協同組合等 

（工場環境の改善のための施設整備） 

現に市内で工場を操業し、緑化増進や景観改善等で工場環境の整備を行う中小企業者及

び協同組合等 

（公害防止のための施設整備） 

公害防止に関し、改善の指導勧告を受けた中小企業及び協同組合等 

地盤沈下対策資金 久里浜工業団地内で地盤沈下により設備等を修復する必要があると認められる中小企業者 

産業廃棄物処理施設設置 

資金 

産業廃棄物処理施設や産業公害防止施設を設置するため、県の中小企業制度融資の中の

脱炭素（カーボンニュートラル）促進融資の貸付を受けたもの 

⑦新分野事業 

 振興特別資金 

※10 

 

スタ－トアップ資金 

 

 

事業開始後、1年未満の事

業者もご利用いただけます。 

（先端技術型）  

産業構造の変化に対応して、研究開発事業の実施、事業活動の転換、改善を行おうとする

中小企業者及び協同組合等 

（新技術等の事業化）  

特許法・実用新案法等に係る技術を有し、事業化を図ろうとするもの 

（新分野進出支援）  

今まで行ってきた事業の経験を生かして新たな分野へ進出しようとする中小企業者及び協

同組合等 

（スタートアップ支援）  

横須賀市の主催するスタートアップオーディションにおいて入賞した事業者（創業者を除く） 

運転 

設備 

５，０００ 

 

２．１％以内 

 

８年以内 

(６ヶ月以内) 

ただし、 

運転資金は 

７年以内 

（６ヶ月以内） 

担保       必要に応じて金融機関が定める。 

連帯保証人   個人は不要、法人は必要となる場合があります。ただし  

          法人代表者以外の連帯保証人は原則不要です。 

信用保証    必要 

経営革新資金 （ＩＳＯシリ－ズ認証支援資金） 

ＩＳＯ（国際標準化機構）の認証を得ようとする中小企業者及び協同組合等 

（情報化推進支援資金） 

情報化のためのコンサルタント利用や機器導入を含むシステム構築を行おうとする中小企業

及び協同組合等 

（事業所流動化支援資金） 

空き事業所に進出する中小企業者（市外業者も含む） 

担保・信用保証    必要に応じて金融機関が定める。 

 

ただし、信用保証を付す場合の連帯保証人は、個人は原則不要です。 

法人は必要となる場合があります。ただし、代表者以外の連帯保証人

は原則不要です。 

⑧太陽光発電設備等設置資金 太陽光パネル（蓄電池等付随する設備含む）若しくはそれと同時にＬＥＤ照明を設置しようと

する中小企業者及び協同組合等 

設備 

運転 

３，０００ 

 

２．４％以内 10 年以内 

(１年以内) 

ただし、 

運転資金は 

７年以内 

（１年以内） 

担保・信用保証    必要に応じて金融機関が定める。 

 

ただし、信用保証を付す場合の連帯保証人は、個人は原則不要です。 

法人は必要となる場合があります。ただし、代表者以外の連帯保証人

は原則不要です。 

◇返済方法は割賦返済です（①事業資金中、売掛債権担保を除く）。ただし、融資期間１年以内の場合は、一括返済も選択できます。 


